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我が国の「職業リハビリテーション」
＝障害のある「職業人」が活躍するための、就職

前から就職後の課題への支援（障害種類によらない）

就職

活動
採用

就職後の

障害管理・対処

就業

継続

障害理解・対処の準備

就労情報
提供

強み・興味
の把握

就労・生活の
一体的相談

企業ニーズの把握、職場相談対応、フォローアップ

職業評価 障害理解・対処・家族支援

就
職
後
も
継
続
す
る

職
場
と
本
人
の
支
援

障害者の職業
生活での課題

地域関係機関・
職種の連携に
よる支援

自己管理支援

就職前からの職業場面を踏まえた支援 就職後
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「統合的就業」の達成状況

米国 日本

一般就業率
(生産年齢)

71% 70%

障害者就業率
*米国の

「統合的就業」
の定義（最低賃金以上、
一般労働市場、労働契

約等）による

32.6% (全体)

20%
(知的、発達障害)

36.2% (身体障害)

38.7% (知的障害)

8.5% (精神障害)
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（2011）

（Heike Boelzig-Brown, 指田、春名、WE Kiernan, SM Foley: 障害者の統合的就業の促進：米国
の”Employment First”と日本の動向、第２１回職業リハビリテーション研究発表会 発表論文集, 
p310-313, 2013.）
https://www.nivr.jeed.or.jp/vr/p8ocur00000088ez-att/vr21_essay20.pdf#page=5



世界の職業リハビリテーションの
動向と課題

 国際的な障害者雇用支援の基本的理念の共有
と支援実務者間のコミュニケーションの促進

 職業リハビリテーションと援助付き就業
（Supported Employment）



Supported Employment
 諸外国での多様な取組から何を学べるか？諸外国での多様な取組から何を学べるか？
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• 我が国は、既に世界最高レベルの職業リハビリテーショ
ンを実現しており、諸外国の理念や取組をそのまま導入
することは、おそらく適切ではない・・・・。

• それを前提として、諸外国のこれまでの取組について、
一つの「社会実験」として捉え、批判的に検討し、参考に
できることは参考にしていくことが重要ではないか。



「世界の職業リハビリテーション研究会」予定

 令和２年度：我が国の政策・実務的課題と諸外国の動向の関連
性の検討

 ①援助付き就業と職業アセスメント再構築の課題

 ②雇用率制度と差別禁止法制の統合

 ③障害属性別の効果的な職業リハビリテーション

 ④福祉的就労と一般就業の谷間の解消

 ⑤職業リハビリテーションの多分野連携

 ⑥障害者と事業主の統合的支援(dualｱﾌﾟﾛｰﾁ）

 ⑦日本の職業リハビリテーションの特徴と成果

 ⑧才能マネジメントと職業リハビリテーション

 ⑨障害者雇用企業への経済的支援と税制

 ⑩職業リハビリテーションの人材育成と資格認定
 令和３年度：諸外国で成果を上げている支援内容と日本との比較

 令和４年度：日本の政策・実務課題の検討に参考となる諸外国の制度・サービスの内容の検討5



①援助付き就業と職業アセスメ
ント再構築の課題

 障害者側だけの評価から、障害者と仕事・
職場等の相互作用の評価が必要になったこ
とへの各国の取組や課題は？

 米国の除外ゼロとシチュエー
ショナル・アセスメント／マッチ
ング支援／継続的支援

 仏独のケースマネジメント方式

 オランダのデータベースを用い
る評価システム

 就労困難性の評価
 その他の障害者

 重度判定

 多機関連携における就
労困難性の共通認識

我が国での課題の例 諸外国での取組や課題の例
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知的障害者の職業問題
（２０年前の日本）

・仕事への展望
・仕事についての情報収集

・企業側の理解の促進
・職業人としての自信

・技能の習得、応用
・職務遂行上の課題の解決
・健康管理やストレス対処

・職場の人間関係、等

・生活管理、健康管理
・社会資源の有効活用

・経済的自立、生活満足

就職前 就職後

・職場の人の障害
の正しい理解

・時間をかけたコ
ミュニケーション

・キャリアアップを
目指す職場内指
導

・マンツーマンの
実務指導

・仕事上の相談に
のる上司・同僚
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職場での問題

生活上の問題

就労は究極の
目標

職業準備訓練

就労可能性の判定

授産施設・作業所、生活授産施設 作
支援機関

「理 のある」「家族的」な「理 のある」「家族
一部の企業・職場



現在の職業リハビリテーションの課
題と取組み（知的障害者の場合）

職場見学、
職場実習

トライア
ル雇用

ジョブコーチ支援
・職場内訓練
・ナチュラルサポート構築
・事業主支援

障害者就業・生活支援センター

福祉・教育と、ハローワーク、障害者職業センター、障害者就業・生活支援センター等との連携

・仕事への展望
・仕事についての情報収集

・企業側の理解の促進
・職業人としての自信

・技能の習得、応用
・職務遂行上の課題の解決
・健康管理やストレス対処

・職場の人間関係、等

・生活管理、健康管理
・社会資源の有効活用

・経済的自立、生活満足

・職場の人の障害
の正しい理解

・時間をかけたコ
ミュニケーション

・キャリアアップを
目指す職場内指
導

・マンツーマンの
実務指導

・仕事上の相談に
のる上司・同僚

職業相談・紹介

就職前 就職後

就職
セミ
ナー
等
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就労移行支援事業

職業準備支援



1周回って、再び「職業困難性評
価」「職業アセスメント」の課題

障害者・職業
的困難者

職業重度・職業
準備性の評価

「誰もが働ける」就
労支援への転換

職場定着・就業継
続の問題の増加

信頼でき、共通基盤となる
職業評価の重要性の再認識

1980 1990

2000

2010

2015
障害者の就職、就労
支援関係者の増加



職業リハビリテーションの高度化に職業リハビリテーションの高度化に
伴う職業アセスメント方法の変化

 １９８０年代～１９９０年代：「職業的視点からみた
障害」の個別性・多様性の理解

 ２０００年代：「職業的視点からみた障害」の個別
性・多様性に対応できる職業アセスメントのあり
方の探求と挫折

 ２０１５年～現在：多職種ケースマネジメントによ
る職業アセスメントの可能性と質の向上の課題



職業リハビリテーションの高度化に職業リハビリテーションの高度化に
伴う職業アセスメント方法の変化

 １９８０年代～１９９０年代：「職業的視点からみた １９８０年代～１９９０年代：「職業的視点からみた１９８０年代～１９９０年代：「職業的視点からみた
障害」の個別性・多様性の理解障害」の個別性・多様性の理解

 仕事とのマッチングの影響仕事とのマッチングの影響

 職場環境整備・配慮、専門支援の影響

 ２０００年代：「職業的視点からみた障害」の個別
性・多様性に対応できる職業アセスメントのあり
方の探求と挫折

 ２０１５年～現在：多職種ケースマネジメントによ
る職業アセスメントの可能性と質の向上の課題



様々な職業評価の基本構造
①「機能障害」と職業能力の関係を仮定

視覚
聴覚

音声言語
上肢
下肢
体幹
内部
精神

障害者個人

・障害等級表
・Impairment 
Table（オースト
ラリア）



・障害者職業レ
ディネスチェッ
クリスト（ERCD)
・Workability
Table（オースト
ラリア）

就
業
要
件

様々な職業評価の基本構造
②一般的就業要件を仮定した「能力」評価

視覚
聴覚

音声言語
上肢
下肢
体幹
内部
精神
通勤

作業持続
意思疎通
物体操作

障害者個人 職業



視覚障害 聴覚障害 上・下肢切断 運動機能障害 知的障害
本人の希望する進
路

働くことへの関心 年齢 年齢 社会生活の遂行

職業情報の獲得 年齢 本人の希望する進
路

本人の希望する進
路

働くことへの関心

働くことへの関心 医療措置 職業情報の獲得 体力 本人を取り巻く状
課題の遂行 職業情報の獲得 手指の運動速度 外出
体力 コミュニケーション

の方法
働くことへの関心 職業情報の獲得

勤務体制 勤務体制 職業情報の獲得 書く能力
症状の変化 身辺の自立 本人の希望する進

路
社会生活の遂行 勤務体制 経済生活の見通し
資格免許 本人を取り巻く状 読解力
経済生活の見通し 巧緻性 課題の遂行
立ち作業の持続 外出 書字表現の方法

姿勢の変化 数的処理能力
運転免許 交通機関の利用
職業訓練 コミュニケーション

の方法
医療措置 言語的理解力

健康の自己管理

障害者の就労／非就労を分ける要因

職業レディネスチェックリスト（ERCD）の判定基準を再構成



就
業
要
件

視覚
聴覚

音声言語
上肢
下肢
体幹
内部
精神
通勤

作業持続
意思疎通
物体操作

プロフィール比
較法
・Valper System 
2000 (米国職務

分析ハンドブック
）

・FIS（オランダ）
・IMBA, 
MELBA（ドイツ
）

様々な職業評価の基本構造
③就業要件の個別性に基づく「能力」評価

視覚
聴覚

音声言語
上肢
下肢
体幹
内部
精神
通勤

作業持続
意思疎通
物体操作

×
×

×

×

×

○
○

○

○

障害者個人 職業

×

職務分析能力評価 適合性評価



プロフィール比較の結果の活用

職業ガイダンス：Valper System 2000
職業探索、職業指導

リハビリテーション、環境改善：ドイツ

事業所担当者、医学専門家、労働専門家の情報
交換

リハビリテーション支援データの活用

社会保障：オランダ

稼得能力の判定、障害給付の額の決定



職業データベースを活用した職業評価

労働要件
基本的スキル

機能横断的スキル
一般的知識

学歴

労働者特質
能力

興味や職業価値
働き方

職業経験
訓練
経験

免許・資格

職業特質
労働市場情報

職業内容
賃金

職業要件
一般労働能力

仕事内容
組織内容

具体的情報
職業知識

職業スキル
課業

機械、道具等

O*NET

個人因子心身機能
／活動

図．職業データベースO*NET ：米国の1,166
職種の職務分析結果のデータベース

労働者の能力
や障害状況

各職種の要
件：
O*NETデータ

図．職種毎の要件によって問題領域
は限定される。（職種と個人の組合せ
による問題領域の予測。）

労働者 職種プ
ロ
フ
ィ
ー
ル
比
較



高次脳機能障害（記憶障害）
優秀な犬のトレーナー

日常生活に問題があり、事務職もできません。
18

経験を積んだ支援
者の「職人」レベル
のアセスメントと支
援は、より直感的
に実施される。



能力プロフィール
主要特性

氏名／番号： 診断

担当者： 免許： 年月

姿勢 0 1 2 3 4 5 JM 職業的安全 N Y JM

座ること 事故の危険 4
立つこと 職業安全機器の装着 4
ひざまずく／しゃがむこと 1
ねころぶこと 仕事の構造 ＜３＜６≦８＞８ JM

もたれる／腰を曲げること 1 １日の仕事時間
所定の姿勢での腕使用 1 N Y JM

シフトワーク
身体動作 0 1 2 3 4 5 JM 夜勤
歩くこと／登ること 1 出来高払い
つかまり登ること 流れ作業的職場
這うこと／滑らすこと 1 孤立した職場

一般的職場
体の部分の動作 0 1 2 3 4 5 JM

頭／首の動作 2 基本的資質 1 2 3 4 5 JM

胴体動作 2 発動性
腕動作 2 仕事の計画
手指動作 2 認知能力
足脚動作 2 注意

スタミナ
情報交換 0 1 2 3 4 5 JM 自己制御
見ること 3 リーダーシップ
聞くこと 3 対人関係
発声／発話 集中
触れること／感じること 3 批判能力
動作と姿勢の知覚 3 批判の制御
ゼスチャー 3 批判受け入れ能力
嗅覚と味覚 3 学習／記憶
読むこと 失敗耐性
計算すること 秩序性
書くこと 問題解決

時間に正確
複合的な身体特性 0 1 2 3 4 5 JM 反応速度
持ち上げること 3 自律性
運ぶこと 3 徹底性
押すこと／引くこと 3 チームワーク
全身持久力 適応性
平衡機能 責任
微細な動作 3 抽象的思考

環境的影響 N Y JM 特記事項：
気候 4
音／騒音 4
振動／揺れ 4
光 4
湿度／汚れ 4
ガス／蒸気／ほこり 4
液体／固体 4

評価尺度： 判定方法(JM):
0:全く不可能 N:判定なし
1:とても低い能力 C:記述/ファイル/評価結果
2:低い能力 O:観察
3:平均的能力 T:テスト
4:高い能力

IMBA 要件プロフィール
主要特性

職務／番号： 会社名：

担当者： 免許： 年月 連絡先： 電話番号：

姿勢 0 1 2 3 4 5 JM 職業的安全 N Y JM

座ること 事故の危険 4
立つこと 職業安全機器の装着 4
ひざまずく／しゃがむこと 1
ねころぶこと 仕事の構造 ＜３＜６≦８＞８ JM

もたれる／腰を曲げること 1 １日の仕事時間
所定の姿勢での腕使用 1 N Y JM

シフトワーク
身体動作 0 1 2 3 4 5 JM 夜勤
歩くこと／登ること 1 出来高払い
つかまり登ること 流れ作業的職場
這うこと／滑らすこと 1 孤立した職場

一般的職場
体の部分の動作 0 1 2 3 4 5 JM

頭／首の動作 2 基本的資質 1 2 3 4 5 JM

胴体動作 2 発動性
腕動作 2 仕事の計画
手指動作 2 認知能力
足脚動作 2 注意

スタミナ
情報交換 0 1 2 3 4 5 JM 自己制御
見ること 3 リーダーシップ
聞くこと 3 対人関係
発声／発話 集中
触れること／感じること 3 批判能力
動作と姿勢の知覚 3 批判の制御
ゼスチャー 3 批判受け入れ能力
嗅覚と味覚 3 学習／記憶
読むこと 失敗耐性
計算すること 秩序性
書くこと 問題解決

時間に正確
複合的な身体特性 0 1 2 3 4 5 JM 反応速度
持ち上げること 3 自律性
運ぶこと 3 徹底性
押すこと／引くこと 3 チームワーク
全身持久力 適応性
平衡機能 責任
微細な動作 3 抽象的思考

環境的影響 N Y JM 特記事項：
気候 4
音／騒音 4
振動／揺れ 4
光 4
湿度／汚れ 4
ガス／蒸気／ほこり 4
液体／固体 4

評価尺度： 判定方法(JM):
0:全く必要でない N:判定なし
1:とても低い必要性 C:記述/ファイル/評価結果
2:低い必要性 O:観察
3:平均的必要性 T:テスト
4:高い必要性

IMBA

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル
比
較

必要に応じて
別シートの詳
細分析を行う

障害者の能力評価結果 職務分析結果

対策の
必要性



ida:心理学非専門家のための
精神特性診断キット



ida



オランダ中央社会保障協会（オランダ中央社会保障協会（LISVLISV）

職員230名
（機能分析員30名、医師３名）

FISFIS
（機能情報システム）



FUNCSYS

1. 座る……………………1D

2. 立つ……………………5E

3. 歩く……………………5E

4. 階段昇降……………..5E

5. 登る/よじ登る……….5D

6. 跪く/這う/屈む……..5D

7. 屈んで作業する……..5E

8. 速い屈伸/身体回転….5D

9. 頚の使用……………..2 

10. 手を伸ばす………….5D

11. 腕を上げて作業…….5E

12. 手及び指の使用…….2

13. 持ち上げる………….1A

14. 押す/引く…………..■

15. 運ぶ……………………...5

16. 空気の入れ換え………….5

17. 埃/煙/ガス/スモッグ……5

18. 寒さ……………………….5

19. 暑さ……………………….5

20. 温度変化………………….5

21. 湿気……………………….5

22. 乾燥した空気…………….5

23. 皮膚感触………………….5

24. 振動……………………….5

25. 感覚の使用……………….5

26. 保護手段………………….5

27. 個人的危険……………….5

28. 心理的ストレス要因…….5

クライエントの負荷への耐性

当事者：XXXXXXXXX
登録番号：XXXXXXXXXXXX 日付：XXXXXXXXXX



FUNCSYS労働可能性リスト

当事者：V 日付：1992年4月3日
登録番号：123-18-06-57-0

タイピスト 保留 職場 4ケ所
賃金：15.55 ギルダー／時間 2,561 ギルダー／月
あらゆる種類の文書をワープロまたはタイプライターで処
理する作業
レベル：3 訓練レベル：3
教育訓練：MAVO（中学卒）＋タイピスト免状
経験：文章処理の経験があれば有利
その他の仕事はせず、最長7～8時間／日、＞35～38時間／
週（平均）、mv、午前／午後
職務番号：8429-0118-001   Act.：1991年11月29日
20:57:05.57

受け入れますか（ｙ/ｎ）■



FUNCSYS訓練レベルの選択

当事者：V 日付：1992年4月3日
登録番号：123-18-06-57-0

職務ﾌﾟｰﾙｺｰﾄﾞ 職務名 職場数 労働不適格
3214 タイピスト 1 ＜15
3214 テキスト処理者 11 ＜15
3992 統計処理者 1 ＜15
8538 取付け工 1 ＜15

訓練レベル 7■

この訓練レベルでは、十分な職場数がありません。
訓練レベルを変更することによって就労可能な職務数を増加させてください。
続けますか（y/n）



職業リハビリテーションの高度化に職業リハビリテーションの高度化に
伴う職業アセスメント方法の変化

 １９８０年代～１９９０年代：「職業的視点からみた １９８０年代～１９９０年代：「職業的視点からみた１９８０年代～１９９０年代：「職業的視点からみた
障害」の個別性・多様性の理解障害」の個別性・多様性の理解

 仕事とのマッチングの影響



仕事とのマッチングの影響

 職場環境整備・配慮、専門支援の影響職場環境整備・配慮、専門支援の影響

 ２０００年代：「職業的視点からみた障害」の個別
性・多様性に対応できる職業アセスメントのあり
方の探求と挫折

 ２０１５年～現在：多職種ケースマネジメントによ
る職業アセスメントの可能性と質の向上の課題



視野
障害

義手使
用

義足、
装具

脳原性
移動

脳原性
全身

１級 6.0% 両肩以上、両全廃 13.3% 13.3% 切断 81.3% 84.4% 81.3% 両上肢 13.3% 45.9% 13.3%

11.0% １肩１上腕 13.3% 56.8% 機能全廃 81.3% 81.3%
１肩１前腕 13.3% 93.5%
両前腕、１前腕１手首、両手首 13.3% 93.5%

２級 6.2% 9.5% 54.5% 両全指 13.3% 94.1% 切断 81.4% 99.7% 81.3% 両上肢 13.3% 45.9% 13.3%
11.1% １上腕 94.2% 100.0% 機能全廃 81.4% 81.3% 一上肢 47.7%

両著障害 13.3% 13.3%
１全廃 92.2% 49.7%

３級 10.3% 54.5% 96.3% 55.5% １手首 94.2% 100.0% 両足首_１大腿_１全廃 87.7% 100.0% 96.5% 両上肢 13.6% 45.9% 13.6%
発声機 100.0% 両人_親指（切、全廃） 94.2% 96.0% 両踵から先 87.7% 一上肢 47.8%

補聴器 97.0% 両人指＆親指（切、全廃） 14.0% 99.6%
33.6% １腕著障害 55.0% 99.6%

４級 補助具 66.4% 53.8% 54.5% 55.5% 両親指（切、全廃） 61.0% 100.0% 両足先、両指全廃 89.1% 100.0% 両上肢 13.7% 46.4% 13.7%
補聴器 100.0% 発声機 100.0% １手全廃 51.9% 51.9% １下腿 87.7% 一上肢 48.3%

１脚著障害 88.8%
股_膝人工骨頭_関節 100.0%

５級 33.6% 80.5% 98.1% １親指（切、全廃） 99.6% 100.0% 人工骨頭_関節以外 100.0% 100.0% 99.7% 両上肢 47.8% 91.4% 46.4%
補助具 66.4% １手著障害 90.6% 92.0% 足関節人工骨頭_関節 100.0% 一上肢 95.6%

６級 99.9% １人指含む２指（切、全廃） 99.6% 100.0% １足先 100.0% 100.0% 両上肢 47.8% 95.0% 46.5%
補聴器 100.0% １親指著障害 99.6% １足関節著障害 90.0% 一上肢 95.7%

音声・言語機能
障害

点字＆

白杖

点字＆

補助具

体幹機
能障害

視力障害

脳原性運動機能障害

脳原性上肢

下肢障害上肢障害視覚障害 聴覚障害 平衡機
能障害

１級 ﾍﾟｰｽﾒｰｶｰ 96.6% 夜間透析等 89.5% 据置人工呼吸器 8.5% 9.1% 16.5% 最重度 2.1%

人工弁 97.1% 腹膜透析 89.5% 携帯型人工呼吸器 29.3% 重度 2.1%

２級 中度 2.3%

３級 16.5% 16.5% 16.5% 92.1% 16.5% 軽度 14.8%
65.7%

４級 69.5% 66.6% 87.7% 93.3% 69.9%尿路変更_人工

肛門_自己導尿

携帯型輸液

システム

携帯型輸液

システム

心臓機能障害 呼吸機能障害者 小腸機能障害じん臓機能障害者
膀胱／直腸機能障害

者

内部障害
知的障害

表１．職務要件データベースを用いた障害種類・程度別の職業的困難性の推定結果（試行）

注）本表の数値は平成 2 年度の職業

別構成比に基づいて、

 障害者が就労可能な仕事の数

          全雇用数

の割合（％）を、職務要件と障害特

性のデータベースから推定したも

のである。就労可能職務はグレーゾ

ーンを含んで過大評価となってい

る。また、視覚障害対応のＯＡ機器

や知的障害者の知的負担を軽減し

た場合は含まれておらず、過小評価

の一面もある。
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視覚

障害

聴覚

障害

平衡

機能

障害

音声・

言語

機能

障害

上肢

機能

障害

下肢

機能

障害

体幹

機能

障害

脳原

性上

肢

脳原

性下

肢

心臓

機能

障害

呼吸

器機

能障

害

腎機

能障

害

ぼう

こう・

直腸

知的

障害

全職種 54 419 345 230 143 159 109 23 18 101 40 130 75 200

専門的・技術的職業従事者 670 113 46 73 57 95 55 10 11 62 19 118 57 12
管理的職業従事者 23 36 353 99 74 139 74 1 1 192 19 222 296
事務従事者 22 181 208 120 161 140 122 41 23 96 26 159 65 7
販売従事者 6 39 89 73 23 35 23 4 4 30 8 35 27 239
サービス職業従事者 22 279 191 234 99 107 90 25 22 94 69 71 27 575
保安職業従事者 50 25 683 142 263 185 125 32 22 270 205 264 166 0
農林漁業作業者 3 78 0 236 65 46 59 0 0 35 0 15 47 239
運輸・通信従事者 90 39 134 118 195 215 107 21 25 160 183 190 141 5
採掘作業者 0 0 0 0 42 65 0 0 0 0 0 0 0 0

窯業・土石製品・金属材料・化学製品製造作業者
28 621 331 262 287 222 76 53 71 182 21 172 128 319

金属製品・機械製造作業者 19 1262 515 425 338 329 212 54 37 147 39 171 76 264

その他の製品製造作業者 31 1298 1512 582 391 380 203 102 40 119 73 149 72 337

定置機関運転・建設機械運転・電気作業者
14 38 0 179 144 87 69 34 16 55 153 67 133 0

建設作業者 1 37 0 0 23 8 15 0 0 9 0 9 6 61
労務作業者 38 462 668 532 249 196 216 54 28 192 157 196 79 113

「適職」分布予測に対する現実の分布の割合（％）
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知的障害者への職場環境整備の効果

 「コミュニケーション」問題に対して

環境整
備なし

環境整
備あり

同僚や上司が、必要に応じて作業補助し
ている

100.0% 18.9% 5.3    

業務計画や作業環境の改善に障害者の
意見を取り入れた

25.0% 9.8% 2.5    

レクリエーションや懇親会、クラブ活動、
点字・手話サークル等で親睦をはかって

36.5% 16.2% 2.3    

あいさつ、返事、その他の社会的ルール
を指導している

41.2% 18.8% 2.2    

必要な整備の実行状況によって、当該領域の
問題発生に有意な差が生じる環境整備項目

大問題発生率  問題
発生率
の比

「障害者雇用に係る作業・職場環境改善等に関する調査」資料シリーズNo.27(2002)
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知的障害者への職場環境整備の効果

 「対人関係」問題に対して

環境整
備なし

環境整
備あり

あいさつ、返事、その他の社会的ルール
を指導している

38.1% 9.8% 3.9    

従業員から積極的に対話を心がけたり、
声かけをするようにしている

33.3% 9.8% 3.4    

必要な整備の実行状況によって、当該領域の
問題発生に有意な差が生じる環境整備項目

大問題発生率  問題
発生率
の比

「障害者雇用に係る作業・職場環境改善等に関する調査」資料シリーズNo.27(2002)



ICIDHにおける「能力障害（disability）」は、
ICFでは「能力」と「実行状況」の２つで把握

障
害
の
な
い
人
の
標
準
的
能
力個々人に

対する能力
開発

環境改善

標準的促進的環境における最高能力

現実環境における実際状況

実行状況

能力

標準的促進的環境(standard 
facilitating environment)

具体的定義は、今後の課題
人が最大能力を発揮できる環境
国際的に共通
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重度知的障害の影響を解消す
る職場環境整備

環境整備 整備率
解決可能
問題数

従業員参加QCサークル 21% 18
避難設備の障害者対応化 19% 14
マニュアルやテキストの作成 18% 11
エアコン設備 43% 5
関係者による職務内容の検討 34% 4
マニュアルやテキストの障害者対応 13% 4
時間をかけたコミュニケーション 63% 9
親睦活動 60% 5
研修条件の配慮   32% 4

ジョブコーチ支援により、企業の取組を社会全体で支える



◇アセスメントの方法

実施方法（例）

①面接・調査、生活場面での同行

②知能検査、職業適性検査、個別性能検査、性
格検査、興味検査、等

③場面設定（模擬的職業場面、ﾜｰｸｻﾝﾌﾟﾙ）

④職場実習、職務試行法（トライアル雇用）

⑤
行
動
観
察

・漫然と訓練をするのではない、アセスメントの機会。
・仕事の経験の幅を広げ、仕事への課題を本人が見出

していくための機会 → 本人との振り返りが重要
・実際に近い職業場面における課題の把握と、対処方

法の検討は、支援計画への確度の高い情報となる。
33



障害の自己理解の支援（職業場
面での問題状況と、必要な配慮
の説明につながる支援）

職業場面での課題 評価
具体的な課題、理解・配慮や工夫の

例

仕事に必要な技能
の習得

□問題なくできる
□理解・配慮、工夫があればできる
□難しい

作業マニュアルを作成し、体系的に教示
できる作業であれば、少し時間をかけれ
ば習得できる。

仕事中に注意を集
中すること

□問題なくできる
□理解・配慮、工夫があればできる
□難しい

結果を見えやすくし、ゲーム的に競争で
きる作業ならば、30分以上集中できる。

書類、説明書等を
読むこと

□問題なくできる
□理解・配慮、工夫があればできる
□難しい

作業手順を単純化し、図示する等により、
作業手順等を理解することは可能。

文や文章を書くこと □問題なくできる
□理解・配慮、工夫があればできる
□難しい

チェック式の作業報告程度ならできる。

数を数えたり、計
算したりすること

□問題なくできる
□理解・配慮、工夫があればできる
□難しい

作業量を視覚的に確認できるようにする
ことで、対応できる課題もある。

✔

✔

✔

✔

✔

34



ジョブコーチの役割：本人と
職場の適応を支援

35

仕事の指導、ルールやマナーの指導
事業所内の環境整備・調整、ナチュラルサポート形成

集中支援期 移行支援期

支援の主体をジョブ
コーチから事業所内、
地域の支援体制に移
行

事前支援 フォローアップ

アセスメント
（本人、職場）

ジョブマッチング
職業準備支援

職場訪問・電話連絡

障害者就業・生活支
援センターや医療機
関等との連絡調整

本人と職場の双方
への必要に応じた支
援



障害のある本人、家族、企業、様々な
専門分野の支援者で、「就労可能性」
の判断が大きく異なってしまう

 目が見えない人
 車椅子の人
 毎週３回、１回２～３時間の透析治療を要する人
 精神年齢が１０歳程度の知的障害者
 難病患者でストレスによって再発の恐れがある人
 肺の大部分を失い、常時、チューブで酸素補給を要する人
 腸の大部分を失い常時中心静脈栄養を必要とする人
 HIVに感染している人
 全身麻痺で眼だけしか動かせない人
 顔面に腫瘍がある人
 精神障害で薬物治療が継続している人
 脳損傷で短期記憶を失った人

「働ける？働けない？」



職業リハビリテーションの高度化に職業リハビリテーションの高度化に
伴う職業アセスメント方法の変化

 １９８０年代～１９９０年代：「職業的視点からみた
障害」の個別性・多様性の理解

 ２０００年代：「職業的視点からみた障害」の個別 ２０００年代：「職業的視点からみた障害」の個別２０００年代：「職業的視点からみた障害」の個別
性・多様性に対応できる職業アセスメントのあり性・多様性に対応できる職業アセスメントのあり性・多様性に対応できる職業アセスメントのあり
方の探求と挫折方の探求と挫折

 情報技術（データベース、人工知能、ビッグデータ）の 情報技術（データベース、人工知能、ビッグデータ）の情報技術（データベース、人工知能、ビッグデータ）の
活用活用

 ケースマネジメント

 ２０１５年～現在：多職種ケースマネジメントによ
る職業アセスメントの可能性と質の向上の課題



「職業上の障害」の難しさ
 要因の複雑さ

 個人の機能障害

 職務要件＝職業によって異なる

 職場の配慮や支援

 社会的資源の入手可能性

 労働市場

 障害の評価は支援・対策と不可分
 支援者の支援ノウハウや創造性によって、障害者の就業可能性

は左右される

特別研究６「職業的視点からみた障害と地域における
効果的支援に関する総合的研究」（2000～2004年度）



職業的視点からみた障害に関係する
多様な要素の相互作用

職業生活の諸局面

転職・退職

ｷｬﾘｱｱｯﾌﾟ・処遇

就業継続

職種

働き
方

職場

職場適応

就職活動

職業準備

職業関連活動

主要な生活領域

家庭生活

対人関係

コミュニティ生活

セルフケア

運動・移動

コミュニケーション

課題遂行

学習と知識応用

職種や働き方の
多様性・個別性

局
面
や
仕
事
内
容
に
よ
っ
て
必
要
な
活
動
は
異
な
る

活動 参加

保健・医療

福祉

教育

地域

制度的

人的、態度

労働

家庭

物理的

専門的支援

制度、サービ
ス

地域環境

職場環境

環境因子

健康状態 心身機能
原因疾患、精神疾患、
先天性障害、一般的

健康状態等

身体的・知的・精神的
障害、症状、心理的、
生理的機能、構造等

相
互
作
用

個
人
と
環
境
の
相
互
作
用
で
問
題
発
生
は
異
な
る

個人因子 興味、価値観強み



IT・インターネットの可能性

世界中の膨大な最新情報が即時にデータ
ベースとして活用可能
 最新支援機器の情報の入手

 多様な支援方法の情報の入手

 支援サービス提供機関の最新情報の利用

 労働市場の情報の活用

分散型のネットワーク
 障害者、事業所、支援機関が、それぞれネットワークの中心となる

ことが可能
 利用者中心のネットワーク形成



米国のインターネット上のVR
2000年代

 ABLEDATA: http://www.abledata.com/
 補助機器やリハビリテーション機器の情報提供サービス

 O*NET: http://online.onetcenter.org/
 職業情報システムのインターネットサービス

 JAN、SOAR: http://www.jan.wvu.edu/
 障害者雇用企業の環境整備の無料コンサルティング

 AssessNet: http://www.assess.net/vr/
 人工知能による職リハエキスパートシステム

 disAbility.gov: http://www.disability.gov/
 連邦政府による障害者プログラム、社会資源情報の集約

JAN
SOAR

o*net













「e-職業リハビリテーション」
職業評価プロセスへの情報技術の活用

 多様な最新データベースを活用した詳細な評価
 職業別の職務要件

 支援方法による効果

 過去の事例情報の活用

インターネットを通じた関係機関の連携
 多様な専門機関提供情報の利用者側中心の取捨選択と統合

 支援機関同士の情報サービスの相互活用

 オンライン・サービス（職業評価、支援機関の予約）



社
会
資
源
デ
ー

タ
ベ
ー
ス

1.職業評価障害種類・程度、
疾患の確認

職業的目標
の明確化

解決方法の
検討

職場環境
整備状況

職業的課題
の明確化

社会資源
の利用可

能性

個別支援計画

2.計画立案

個別支援計画作成における知識DBの活用

支援データベース

障害・疾患
データベース

職業データ
ベース

随時の再検討



事業主障害者

雇用

福祉

支援

評価

iEB SEN

iEB SEN
EvidenceEvidence-Evidence-Based Information for Supported Employment Network



ＮＩＶＲの調査分析結
果から、支援の効果、
事業主負担感、障害
者の満足度を表示



EBISENデータベースの品質管理サ
イクル

１．職業評価

３．支援実施・フォローアップ

４．支援の総括・事例研究

基本的障害・疾
患情報の登録

職業的目標
の設定

解決方法の検
索と選択

職場環境整備
チェックリスト

支援のスケ
ジューリング

総括とフィードバック 支援データ
ベース

作成文書 手順 関連資料

職業的課題の明確化

支援策を実施
するための社
会資源の検索

支援と障害
状況のモニタ

リング 個別支援計画

２．計画立案

掲示板

支援総括報告書

５→０．支援の品質管理

マネジメント
対象の登録・

管理

知識データ
ベースの見

直し

社会資源デー
タベース

職業データ
ベース

障害・疾患
データベース

事業所・職場
データベース

関係機関・支
援者データ

ベース

個人データ
ベース

随時の見直し

個人情
報管理 随

時
の

見
直

し



支援の個人情報管理機
能⇒支援結果を踏まえ
た支援ノウハウの更新



「地域関係機関の就労支援を支える情報支援
のあり方に関する研究」（2007～2008年度）

障害者就労支援に経験のない支援者や本人が、最新の支援ノ
ウハウを踏まえて、職業場面での困難状況や必要な支援・配慮
をダイナミックに検討するためのシミュレーション・ツール



職種の選択

⇒職業データベース
から職務要件の情報
を得る。



障害・疾患の選択

⇒障害・疾患データベース
から機能障害やや活動制
限の情報を得る。



機能障害や活動制限は
個別性が大きいため、個
別のアセスメント結果等を
踏まえた調整が可能



職種と個別の機能障害・活動制限の組合せから、効果的な環境整備のチェック
リストと、その整備の有無による職場での問題発生予想が可能になる。



職業上の問題解決の方法と
して２タイプを想定。
①支援や配慮の確保
又は
②職務内容の調整



職種と障害・疾患による個別的支援ニーズに対して、最新の環境整備・配
慮と職務の調整による問題解決の方法をカスタマイズすることが可能。



職業リハビリテーションの高度化に職業リハビリテーションの高度化に
伴う職業アセスメント方法の変化

 １９８０年代～１９９０年代：「職業的視点からみた
障害」の個別性・多様性の理解

 ２０００年代：「職業的視点からみた障害」の個別 ２０００年代：「職業的視点からみた障害」の個別２０００年代：「職業的視点からみた障害」の個別
性・多様性に対応できる職業アセスメントのあり性・多様性に対応できる職業アセスメントのあり性・多様性に対応できる職業アセスメントのあり
方の探求と挫折方の探求と挫折

 情報技術（データベース、人工知能、ビッグデータ）の
活用

 ケースマネジメント

 ２０１５年～現在：多職種ケースマネジメントによ
る職業アセスメントの可能性と質の向上の課題
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関係機関の情報共有の手段や
媒体

情報共有の手段と媒体の例

全体
障害者就業・
生活支援セ

ンター

就労移行支
援事業者

特別支援学
校

担当者同士の対面、会議等での
会話

87% 97% 91% 95%

電話 88% 97% 87% 92%

記録様式、文書、ノート、連絡帳な
どの紙媒体の共有

65% 81% 69% 73%

文書の郵送 63% 70% 61% 71%

ファックス 39% 45% 42% 32%

電子メール 34% 56% 41% 26%

情報保護された専用の電子ネット
ワークでの情報共有

9% 10% 11% 10%

「地域関係機関の就労支援を支える情報支援のあり方に関する研究」（2007～2008年度）
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自立・就労支援に分野を超えた共
通認識をもって取り組むカギ

医療 診断 治療

福祉 評価 支援

教育 評価 支援

労働 評価 支援

就職（＝最終ゴール）

障害のある人

職業生活上の
生活機能

職場や地域でのナチュラル・サポート

医療支援 福祉支援 教育支援 労働支援

職業準備 就職活動 職場適応 就業継続

顔の見える関係による
日常的コミュニケーショ

ンとケース会議



医学的な「診断⇒治療」とは異なる、就
労支援ニーズの評価と支援の枠組み
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診断⇒治療

 目的：病気の治療

 医師が、病因論に基づいて
、症状等から、専門的に、
病名を診断する

 診断に基づき、治療を行う

ケースマネジメント

 目的：生活機能の向上

 本人の生活・人生のニーズ
に対して、医療、生活、就
労等の多面的な要因を踏
まえて、総合的に支援を行
う

 支援と評価を繰り返し、多
職種の専門職と、本人で確
認しながら、よりよい支援を
作り上げていく

※「「就労可能性」の評価法は？」

※「どんな状況なら、就労支援の対
象となる？」

※「就職のためには、どんな訓練が
必要？」



「就労移行支援のた
めのチェックリスト」

（2007.3）

 「チェックリストは、対象
者の就労の可否や就労
移行可能性の高低を評
価するためのものではな
く、就労移行支援事業者
等が把握した対象者の
現状を改善するための支
援方法を考え、実行して
いく資料となるものであ
る。」



職業リハビリテーションの高度化に職業リハビリテーションの高度化に
伴う職業アセスメント方法の変化

 １９８０年代～１９９０年代：「職業的視点からみた
障害」の個別性・多様性の理解

 ２０００年代：「職業的視点からみた障害」の個別
性・多様性に対応できる職業アセスメントのあり
方の探求と挫折

 ２０１５年～現在：多職種ケースマネジメントによ ２０１５年～現在：多職種ケースマネジメントによ２０１５年～現在：多職種ケースマネジメントによ
る職業アセスメントの可能性と質の向上の課題る職業アセスメントの可能性と質の向上の課題

 「その他の障害」の職業的視点からの障害認定

 事業主負担に応じた障害重度の判定

 職業アセスメントの質の向上の課題



我が国の「就労困難性による障害
認定・重度判定」の課題領域
• 雇用率制度の対象でないが就労困難性が認めら
れる「その他の障害」、難病等の雇用率カウン
トの要望

• 事業主負担の調整、最低賃金の減額許可、精神
障害者の複数カウント、調整金制度の在り方等

• 就労困難性の観点からの判断の精度を高める地
域関係機関・関係者の連携の在り方
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近年の国の障害者雇用率制度の在り方の
研究会で、フランス等の諸外国での取組
みの調査の必要性の指摘



職業リハビリテーションの高度化に
伴う職業アセスメント方法の変化

 １９８０年代～１９９０年代：「職業的視点からみた
障害」の個別性・多様性の理解

 ２０００年代：「職業的視点からみた障害」の個別
性・多様性に対応できる職業アセスメントのあり
方の探求と挫折

 ２０１５年～現在：多職種ケースマネジメントによ ２０１５年～現在：多職種ケースマネジメントによ２０１５年～現在：多職種ケースマネジメントによ
る職業アセスメントの可能性と質の向上の課題る職業アセスメントの可能性と質の向上の課題

 「その他の障害」の職業的視点からの障害認定「その他の障害」の職業的視点からの障害認定

 事業主負担に応じた障害重度の判定

 職業アセスメントの質の向上の課題



障害者基本法（H23年8月改正）
での障害者の定義

 身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を
含む。）
身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を
含む。）その他の心身の機能の障害その他の心身の機能の障害（以下
「障害」と総称する。）がある者であって、障害
及び
「障害」と総称する。）がある者であって、障害
及び社会的障壁により社会的障壁により継続的に日常生活又
は社会生活に相当な制限を受ける状態にあ
るものをいう。

 社会的障壁：障害がある者にとつて日常生活又
は社会生活を営む上で障壁となるような社会に
おける事物、制度、慣行、観念その他一切のもの
をいう。



就労困難性による障害認定や
重度判定

• 障害者の雇用の促進等に関する法律 第２条
「障害者」：身体障害、知的障害、精神障害そ
の他の心身の機能の障害があるため、長期にわ
たり、職業生活に相当の制限を受け、又は職業
生活を営むことが著しく困難な者

• → 職業リハビリテーション、障害者差別禁止・合理
的配慮提供義務の対象

• 同第３７条 「対象障害者」：身体障害者、知
的障害者又は精神障害者（障害者手帳制度の対
象者）

• → ＋障害者雇用義務、調整金・納付金制度の対象、
身体障害等級２級以上はダブルカウント
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生活を営むことが著しく困難
職業リハビリテーション、障害者差別禁止・合理

「対象障害者」：身体障害者、知
障害者手帳制度の対



障害種類・程度と就労困難性の関係

• 現場の職業リハ専門家が指摘した「特に就労困難性の
高い障害者」、1994

• 脳性麻痺
• 脳損傷
• 精神障害及びその周辺層
• 自閉症等などの行動情緒障害による社会適応障害
• 知的ボーダー層
• 知的障害と他の障害の重複者
• てんかん
• 車いす使用者
• 視覚障害
• 上肢障害
• 内部障害
• 病弱者
• 社会的ハンディキャップ（小人症等）

当
時
の
「
そ
の
他
の
障
害
」

精神障害保健福祉手帳の対象

2016年 雇用率制度の対象

• 調査研究報告書No.3 (1994) 職業的困難度からみた障害者問題－障害者および重度障害者の範囲の見直しをめぐって－
• 調査研究報告書No.21 (1997) 地域障害者職業センターの業務統計上‟その他”に分類されている障害者の就業上の課題



雇用率制度の対象でない障害者
• 難病

• 障害者手帳のない難病患者は就業率は同性同年齢の75
～100％

• 「体調の不安定さ・症状の変動しやすさ」が、多くの難病に
共通した就労困難性の原因： 障害認定基準にない

• 難病による皮膚障害、免疫機能障害、内分泌や代謝機能
の障害、小人症等： 障害認定基準にない

• 学習障害

• 知的障害のない、読み障害、書き障害、算数障害等
• 特定の仕事では困難がある可能性はあるが、一般的には

一般就業できる人が多い。 ⇒障害者手帳制度や職業リ
ハビリテーションサービスの対象になりにくい
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• 調査研究報告書No.30 (1998) 難病等慢性疾患者の就労実態と就労支援の課題
• 調査研究報告書No.103 (2011) 難病のある人の雇用管理の課題と雇用支援のあり方に関する研究
• 調査研究報告書No.126 (2015) 難病の症状の程度に応じた就労困難性の実態及び就労支援のあり
方に関する研究

• 調査研究報告書No.19 (1997) 「学習障害」のある者の職業上の諸問題に関する研究
• 調査研究報告書No.99 (2011) 高次脳機能障害・発達障害のある者の職業生活における支援
の必要性に応じた障害認定のあり方に関する基礎的研究



国際障害分類（ICIDH,1980)の改訂の
課題：そもそも「障害」とは何か？

 発達障害は？
 エジソン、リチャード・ブランソン、キム・ピーク、某大学

教授、等は？
 がんや難病の人は？
 腰痛の人は？
 糖尿病、高血圧の人は？
 妊娠中の人は？
 高齢者は？
 アルコール依存症の人は？
 薬物中毒の人は？
 近視の人は？
 ・・・

国によって、
「障害者」と考
えられる人の
範囲は大きく
異なる。



国際生活機能分類
（生活機能、障害、健康の国際分類）

世界保健機関（WHO）, 2001

健康状態

心身機能・
構造

活動 参加

環境因子 個人因子



「障害」とは健康状態に関連し
た生きづらさ

機能障害 活動制限 参加制約

Disability=障害

Functioning=生活機能（「生きる」機能）

心身機能
・構造 活動 参加

生命・生存 生活 人生

Impairments Activity Limitations Participation Restrictions

Body Functions &
Structures

Activity Participation



日本の「健康状態」と、ICF
の専門用語としての「健康状
態」のイメージのずれ



ICFの専門用語としての「健康状態」＝
「Health conditions」は、幅広い疾病（身体的、
精神的）、失調、傷害等を含む



健康状態

心身機能・
構造

活動 参加

生活機能・障害

国際疾病分類ICD-10により記述される

国際生活機能分類ICFにより記述される
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生活機能＝「生存・生活・人生」
は、全ての人に関わること



＜障害度（GdB）＞

 障害度は、「医学的鑑定業務のための指令」による「援護医学の基本原則」「医学的鑑定業務のための手

引き」に示されている詳細な機能障害や疾病別の基準に基づき、専門医師の意見を踏まえ、市又は州の

援護局が判定

 就業状況や職種等には関係なく医学的に判定される。

 判定基準は、長い経験から割り出されたもので、専門家からなる審議会を経て改定される。

 障害度は、機能障害や疾病別の能力や社会適応の低下の程度の目安

を示す0～100を10単位で区切った数値で示される。

ドイツの「同等認定」
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ドイツ

連邦労働社会省の制度担当者

100500

「重度障害者」
＝GdB50以上
中度又は重度の社会適
応の困難や能力障害

GdB30-40
軽度の障害：特定の状況で
は問題が起こることもある。

連邦雇用エージェンシーが
個別に「重度障害者と同等
の者」と認定した場合のみ
障害者雇用率制度の対象

GdB10-20
気にならない、社
会適応の問題のな
い障害：青少年で
職業リハビリテー
ションを受けてい
る者は「重度障害
者と同等の者」と
して雇用率制度の
対象

無条件で障害者
雇用義務の対象

ICFの個人と環境の相互作用の

障害概念を尊重しつつも、制度
設計上、障害の個別性を強調
すると現場が大混乱に陥るた
め、機能障害に基づく個人の

障害認定は重要。



ドイツで障害度30～40の具体例
• 自閉症スペクトラム障害で軽度の社
会適応困難

• 統合失調症で軽度の社会適応困難
• 25歳以上の多動注意障害で多くの生
活場面に影響

• 軽度の脳損傷による脳機能障害
• 軽症のパーキンソン病
• １年以上の発作がないてんかん
• どもり・チックが重度で動きが同時
にあり目立つ

• 気管支ぜんそくが頻繁・重度の発作
• 潰瘍性大腸炎やｸﾛｰﾝ病で頻繁に再発
して症状が持続する中程度の障害が
あり

• 慢性肝炎で進行性でわずかな・緩や
かな炎症

• 乳房切除
• １型糖尿病でコントロール良好な場
合

• ２型糖尿病で服薬とｲﾝｽﾘﾝ治療でコン
トロール可能

• 貧血でときおり輸血が必要等、中程
度の影響あり

• 免疫不全で異常な感染ではないが感
染しやすい

• 皮膚炎が広がっているとか顔面に広
がっている

• リウマチ性疾患でわずかな影響あり、
• 小人症で身長130～140cm
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ドイツの「同等認定」

＜重度障害者と同等の者＞

 連邦雇用エージェンシーは、 障害度が30-40の者の申請に基づき、「障害の結果、同等取扱がなければ、適切な

ポストを得られず、又は維持できない」 と確認できれば、「重度障害者と同等の者」と認定する。

 「適切なポストを得られない」ことは、雇用エージェンシー等の職業紹介の担当者から意見表明を受ける。

・ 障害者本人が希望している具体的な業務やポストが、障害者にとって実際適しているかどうか（健康上

オーバワークになったりしないか）

・ 障害による競争上の不利／障害により就職できなかったか／同等認定によりその不利が調整されるか

・ 就職のための同等認定申請に対しては、障害者の同意を得て、就職先の雇用主等に聞き取り調査を行う。

 「ポストを維持できない」ことは、雇用エージェンシーの復職支援や統合専門サービス等の就業継続支援の実

務担当者からの意見表明を受ける。

・ 繰り返される欠勤

・ 障害を理由とした業務能力の低下

・ 継続的に減少している、負担に耐える能力

・ 技術的支援の必要性

・ 長期的に必要な同僚による支援

・ 障害に関連した職業上や地域的な移動

・ 障害を根拠とした制限に対する雇用主側からの反応（障害による業務能力の低下の警告や解雇通知等）

 連邦雇用エージェンシーの地方組織である雇用エージェンシーの重度障害者職業紹介の事務部門が認定する。

 障害と同等認定の必要性の間に因果関係（少なくとも一部の原因であること）がなければならない。

 専門的（医学的、心理学的、技術的）側面の解明のために適宜支援機関を関与させる。
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連邦雇用エージェンシー（法定リハビリテーション機関の一つ）

同等認定申請書

重度障害者の雇用義務
による職業紹介

職業リハビリテーション
（入職、職場復帰）

職業相談・進路指導

重度障害者職業紹介
部門の実働サービス
において審査・認定

申請



統合専門
サービス

83

連邦雇用
エージェンシー

ジョブコーチ

業務委託

意見表明

業務委託

意見表明

地域で唯一「同等
認定」の権限あり

• 就職前の就職に向けた地域支援
• 就職後の本人と職場への支援
（多様な助成金支給を含む）

※資金と業務委託は地域の統合局
による。



 障害労働者認定は、本人からの申請書に基づき、県障害者センター（ＭＤＰＨ）内の多分野専門家チーム

の調査による意見を踏まえ、障害者権利自立委員会（ＣＤＡＰＨ）が決定。成人障害者手当の申請に対して

も、障害者労働者認定の手続きを併せて実施する。

 １～５年の有効期限があるが、50歳以上や固定した障害の場合は自動更新。

 事実上、障害が明らかな場合は、書類審査のみ

 成人障害者手当、 「障害」付記の移動インクルージョンカードの該当者は、障害労働者認定にも該当

 MDPHでの福祉的就労セクターを紹介する職業指導は、障害労働者認定が与えられたとみなされる。

 MDPHでの障害児教育給付金又は障害保障給付等の受給認定のある若年者は、企業との研修協定

期間中は障害労働者認定が与えられたとみなされる。

 個別審査： 次の３つの条件が全て確認された場合、障害労働者認定される。

①障害と認められる１つ又は複数の身体的、知的、精神的機能あるいは感覚器官の低下がある（医師の

意見書）

②本人が求職中あるいは就業中

③機能低下が、雇用を獲得又は維持する当人の能力に影響する可能性があること（産業医等の意見書）

 求職者の場合、具体的な就職先が見つかっているかどうかは問わず、一般的な雇用可能性として判

断

 就業中の場合、職務や、場合によっては企業内の他の職務に対する機能低下の影響を考慮

• 雇用主が障害の影響を補償するため環境整備を行う場合は、それにより就労困難性が解消され

ていたとしても、雇用可能性の減退を示すものとして考慮

フランスの「障害労働者認定（RQTH）」
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県障害者センター（MDPH）

各県（110県）の障害者制度・サービスの
総合的拠点：全国自立連帯金庫の運営

医療、生活、教育、就労等
の一括申請・ファイリング



障害者権利自立委員会
（CDAPH）

多分野専門家チーム

• 成人障害者手当（AAH）
• 移動インクルージョンカード移動インクルージョンカード

•
移動インクルージョンカード移動インクルージョンカード
• 障害労働者認定障害労働者認定障害労働者認定、等

8686

キャップ・アンプロワ

Sameth（障害労働者雇用維持援助サービス）

と組織統合済

職業参入専門員

医師

書類審査 勧告

認定

・情報交換
・進路指導

雇用主支援

就職支援・職業相談

雇用維持

ピア支援者

障害者職業参入基金管理運営機関（AGEFIPH）等の資金提供

MDPH

就労支援専門職を含
む、多職種が関わる
ケースマネジメント
方式のアセスメント



精神障害者の専門的評価（障害と就労困難性の因果関係等）につ
いて、MDPHは地域の精神/発達障害支援機関と連携
（精神健康推進ネットワーク）
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フランスでの精神障害者の地域支援におけ
るICFの枠組みによる問題切り分けの例

健康状態

心身機能・
身体構造

活動 参加

環境因子 個人因子

認知的課題

技能的課題
社会的課題

本人の課題

認知ﾘﾊ

作業療法
ソーシャルワーカー

就労支援者

心理カウ
ンセラー

総合病院の精神科

精神障害者総合支援機関

精神障害リソースセンター



フランスとドイツにおける「就労
困難性による障害認定」の実務
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フランス ドイツ

医療・福祉の障害認
定の機関

MDPH（県障害者センター）の
障害者権利自立委員会

援護局

就労困難性による個
別の障害認定の名称

障害労働者認定（RQTH）
重度障害者(障害度50以上)と同等であ
ることの認定（「同等認定」）

就労困難性による障
害認定の法定機関 MDPHの障害者権利自立委員会 連邦雇用エージェンシー

就労困難性による障
害認定の基準

①障害の範疇に入る機能不全がある、
②就業中又は求職中、③求職又は就
業の維持において機能不全の影響が
ある、のすべてを満たす場合

障害度30又は40で、障害のために、同
等認定なしでは、適切な職場を取得あ
るいは保持できない場合

実際の認定実務
MDPHの職業参入専門員を含む多分
野専門家チームによる個別支援プラ
ンに基づく審査により認定

実際の就職活動や就業継続場面で、重
度障害者職業紹介や職場定着支援の現
場支援者からの意見表明を受けて事務
サービスが認定

実際の就労困難性の
専門的判断の情報提
供を行う機関・職種

産業医、Cap Emploi(障害者職業セ
ンター)、AGEFIPH（障害者職業参
入基金管理運営機関）、地域の障害
別の支援機関、等

雇用エージェンシーの重度障害者職業
紹介部門、統合専門サービス、ジョブ
コーチ、等

認定の標準化の課題
と改善の取組み

全国のMDPHの調査により認定のバ
ラつきの大きさの確認。全国研修や
認定ガイドラインの検討

同等認定業務についての、連邦雇用
エージェンシーによる専門的指示や

Q&Aの整備



職業リハビリテーションの高度化に
伴う職業アセスメント方法の変化

 １９８０年代～１９９０年代：「職業的視点からみた
障害」の個別性・多様性の理解

 ２０００年代：「職業的視点からみた障害」の個別
性・多様性に対応できる職業アセスメントのあり
方の探求と挫折

 ２０１５年～現在：多職種ケースマネジメントによ ２０１５年～現在：多職種ケースマネジメントによ２０１５年～現在：多職種ケースマネジメントによ
る職業アセスメントの可能性と質の向上の課題る職業アセスメントの可能性と質の向上の課題

 「その他の障害」の職業的視点からの障害認定



「その他の障害」の職業的視点からの障害認定

 事業主負担に応じた障害重度の判定事業主負担に応じた障害重度の判定

 職業アセスメントの質の向上の課題



 以前、フランスには「障害者職業指導社会復帰専門委員会（COTOREP）」に

よる障害重度のＡ，Ｂ．Ｃのカテゴリーによる重度判定が行われており、雇用

可能性の判断や福祉的就労への進路指導が行われていた。

 しかし、障害者の機会、参加の権利、市民権の平等に関する2005 年 2 月
11 日法第2005-102 号は、障害の成立における環境の役割を強調しつつ、

厳密な医学的アプローチを越えた障害の定義を示している。

 この定義に基づき、同法は、障害の性質、程度、障害者の与えられた職務に
対する作業能力とは関わりなく規定されたA、B、Cのカテゴリーに分類される
障害者の区分を廃止した。

 この際に、障害の重度という概念が、障害者の特定の職務における労働能
力への障害による影響に対して企業が行った努力を考慮するために導入さ
れた。
 例：コンピュータ技師で、職務が移動を必要としない、下肢の運動障害を有し、車

椅子を使用する障害者は、以前であれば、障害者職業指導社会復帰専門委員
会（COTOREP）によりカテゴリーCに分類されていただろう。

 現在では、同障害者の障害が職務遂行に影響を与えない場合は、障害の重度
は認定されない。

フランスの「重度障害認定」
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 対象障害者の職務における障害の財政的影響が、職務や就労環境の最適な整備後も、恒常的な負担

が生じている場合、数値化可能な過剰費用を補償するために行われる。中小零細企業の活用が多い。

 重度障害認定の手続き・基準

 産業医の意見に基づく対象障害者を適格な労働者とするための最適な整備（職務と就労環境）の

実施（障害率80％以上等の申請の場合は、翌年の実施の約束での申請が特例で認められる。）

 事業主の申請書により、障害者職業参入基金管理運営機関（AGEFIPH）の担当者の現地調査の

実施

 申請書上の事業主の恒常的負担（最適な整備を実施した後） は、５つの代表的作業毎に記載

• 生産性の低下

• 第三者の援助

• 対象障害者への指導

• 障害により発生するその他の恒常的負担

 ５つの作業の作業時間に基づき、年間の恒常的負担を計算

 最低賃金換算での労働賃金に対する恒常的負担の比率により２段階の認定

・通常率（恒常的負担が20%以上）：法定最低賃金時間給の550倍（年額） 約66万円

・割増率（恒常的負担が50%以上） ：法定最低賃金時間給の1,095倍（年額） 約131万円

 保護労働セクターから一般就業への移行後３年は割増率の重度障害認定。その後は更新が必要

 申請による個別認定の有効期間は最大３年で更新が必要。対象障害者が50歳以上では自動更新

フランスの「重度障害認定」
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カフェバーでのマスターとして才能、人柄、モチベーションに事業主
は満足しているが、その一方で、事故による脳障害の後遺症により

事業主
により経は満足しているが、は満足しているが、その一方で

営的に継続雇用が困難のため、事業主からCap Emploiに相談。
本人同意のもと産業医にコンタクト、関係者のミーティングを行った。

92

事業主の雇用維持の希望、本人の就業意
欲にかかわらず、経営上、この支援がなけれ
ばこのポストでの雇用維持は難しかった。

右半身の麻痺、右手の不自由、定期的に
座る必要、視界の歪み、動く前に考える必要、
集中力の低下、同時にいくつかのこと（注文
など）を記憶することが難しい、左聴力が弱い、
レジの管理が難しい、揃え直すことができな
い、注文をとることができない、掃除ができな
い、などの障害がある。

産業医は第三者（ウエイトレ
ス）による介助や労働時間の
制限を推奨。

事業主は、追加のウェイトレ
スの人件費、時間制限による
生産性低下について、重度
障害認定申請を行った。

申請手続は、Agefiph
やCap Emploiが助言、
支援、補助

事業主

本人

Cap Emploi

Cap Emploi

Cap Emploiに連絡しただけで関係機関に
連絡してくれて手続きが進んで助かった。

障害者職業参入基金
管理運営機関
（AGEFIPH）：
納付金が原資

重度障害認定申請

調査・助言・認定

助成金/納付金控除



 「障害者のための作業所」利用者に、一般労働市場における社会保険加入義務のある雇用を可能にするための制度

 特に重い障害のある従業員を雇用する雇用主は、障害自体に起因する財務上その他の負担が過大になることが

あり、その費用を連邦予算で補償。 （※重度障害者の多くは職業上に問題はない）

 福祉就労ではないため、雇用契約、賃金、役務提供や稼得能力に基づく妥当な雇用関係の実現が前提

 納付金を原資として統合局、又は、「障害者のための作業所」を管轄する統合扶助担当機関が認定

 対象

 障害種類・程度において特別の障害のある人

 当該仕事の遂行のために継続的に特別な補助者が必要

 障害の結果として継続的に尋常でない出費をもたらす

 障害の結果として継続的に明らかに大幅に少ない労務提供

 知的・精神的障害／頻発する発作による重度障害

 障害者のための作業所等で就業した経験のある人

 障害種類・重度による必要性からパートタイムで週15時間以上勤務し、給付がないと労働状況を維持できない人

 事業主が統合局に申請し、専門サービスが開始され、現地で詳細な実情を調査し、他の支援がない場合に認定。

 「雇用保護補助金（BSZ）」： 通常と比較して30%〜75%までの低下を補償(それ以上は雇用不可)

 作業方法あるいは動きが平均以上に遅い

 中断、休憩が多い

 作業にかける手間が多い

 手持ち時間、待機時間（作業上でなく個人的に発生する作業中断）が長い

 ミスの発生率が平均以上に高い

 モチベーションが著しく欠如している

 「従業員支援（PU）」： １日１時間〜3時間(それ以上は雇用不可)

 特に学習／知的障害者に対して：長期にわたる、または繰り返される専門的又は作業訓練的な教示、指導

又は確認

 特に精神障害者に対して：作業に伴う、作業実行のための定期的な支援と動機付け

 特に身体・感覚障害者に対して：持上・運搬、移動等に定期的に必要な介助、職場での意思疎通の確保

ドイツの「労働予算」 （「雇用保護補助金（BSZ）」と「従業員支援（PU）」）
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「労働予算」の相談・申請

特に重い障害のある重度障害者
を雇用し、経営の負担の大きな
事業主

連邦雇用
エージェンシー

統合局
申請 合局のの担当ケーススマネー申申申申請
ジャーにより、

合局のの担担担担担担当ケ ススママネ合
、直ちに専門的サービス（技

術的助言サービス、聴覚障害者向け専門
サービス、視覚障害者向け専門サービス、
統合専門サービス）が開始
• 障害特性に適合した職場の選択や適合化
• 障害に適合する設備・装備
• 能力に適合した職業訓練、訓練
• その他の労働時間、労働組織の変更
• 場合によっては適切で実働可能な職場異動

現地で詳細な実態調査現地で詳細な実態調査
専門支援の実施を踏まえ、専

門支援者の観点から生産性低下
や負担が認められれば、労働予
算が承認される。

調査・助言・支援

意見表明

• 給付の請求内容
• 労働要件
• 作業内容（個別の作業内

容と全体に対する比重）
• 各作業内容についての

作業場の特異性（健常者
との相違、支援や介助の
必要性等）

就職支援の管轄において：
• 「重度障害者特別グループ」としてダ

ブルカウント、トリプルカウントの適用
• 統合補助金等の支給（就職後１年

間）
統合局の

ケースマ
ネージャー

統合専門
サービス

ジョブ
コーチ



フランスとドイツにおける「就労
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「重度判定」の目的
最低賃金未満の生産性や事業主の過
重な負担について経済的に補償し
直接雇用を促進

最低賃金未満の生産性や事業主の過
重な負担について経済的に補償や重
複算入により直接雇用を促進

事業主負担の経済的補
償の制度

「 障 害 労 働 者 雇 用 支 援 金
（AETH）」

「雇用保護補助金（BSZ）」と「従
業員支援（PU）」

「重度判定」の名称 重度障害認定（RLH） （特になし。給付申請による）

「重度」の区別
支援金の「通常率」「割増率」によ
る2段階

能力低下率（30%,50%,75%）や同僚
等の支援時間による3～4段階

「重度判定」の法的機
関

AGEFIPH（障害者職業参入基金管
理運営機関）

統合局（経済的補償について）
（重複算入については連邦雇用エー
ジェンシー）

実際の判定実務

雇用主の申請の前提として、産業医
の所見による職務や職場環境の最適
な整備の実施があり、月間負担額の
申請内容をAGEFIPHと専門家が確
認後、承認

雇用主の給付申請に基づき、統合局
の委託により、統合専門サービスが
詳細な実情を調査し、生産性低下
30％以上等を確認できれば、統合局
が承認

福祉就労からの移行者
への対応

福祉的就労からの移行者は初回申請
後3年間は無条件で割増率が承認され
る。

福祉的就労からの移行者には「労働
予算」として最大75％の能力低下率
まで補償される。



職業リハビリテーションの高度化に職業リハビリテーションの高度化に
伴う職業アセスメント方法の変化

 １９８０年代～１９９０年代：「職業的視点からみた
障害」の個別性・多様性の理解

 ２０００年代：「職業的視点からみた障害」の個別
性・多様性に対応できる職業アセスメントのあり
方の探求と挫折

 ２０１５年～現在：多職種ケースマネジメントによ ２０１５年～現在：多職種ケースマネジメントによ２０１５年～現在：多職種ケースマネジメントによ
る職業アセスメントの可能性と質の向上の課題る職業アセスメントの可能性と質の向上の課題

 「その他の障害」の職業的視点からの障害認定

 事業主負担に応じた障害重度の判定



事業主負担に応じた障害重度の判定

 職業アセスメントの質の向上の課題職業アセスメントの質の向上の課題
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医療・福祉の障害認
定の機関

MDPH（県障害者センター）の
障害者権利自立委員会

援護局

就労困難性による個
別の障害認定の名称

障害労働者認定（RQTH）
重度障害者(障害度50以上)と同等であ
ることの認定（「同等認定」）

就労困難性による障
害認定の法定機関 MDPHの障害者権利自立委員会 連邦雇用エージェンシー

就労困難性による障
害認定の基準

①障害の範疇に入る機能不全がある、
②就業中又は求職中、③求職又は就
業の維持において機能不全の影響が
ある、のすべてを満たす場合

障害度30又は40で、障害のために、同
等認定なしでは、適切な職場を取得あ
るいは保持できない場合

実際の認定実務
MDPHの職業参入専門員を含む多分
野専門家チームによる個別支援プラ
ンに基づく審査により認定

実際の就職活動や就業継続場面で、重
度障害者職業紹介や職場定着支援の現
場支援者からの意見表明を受けて事務
サービスが認定

実際の就労困難性の
専門的判断の情報提
供を行う機関・職種

産業医、Cap Emploi(障害者職業セ
ンター)、AGEFIPH（障害者職業参
入基金管理運営機関）、地域の障害
別の支援機関、等

雇用エージェンシーの重度障害者職業
紹介部門、統合専門サービス、ジョブ
コーチ、等

認定の標準化の課題
と改善の取組み

全国のMDPHの調査により認定のバ
ラつきの大きさの確認。全国研修や
認定ガイドラインの検討

同等認定業務についての、連邦雇用
エージェンシーによる専門的指示や

Q&Aの整備













職業リハビリテーションの高度化に職業リハビリテーションの高度化に
伴う職業アセスメント方法の変化

 職業リハビリテーションにおいては、職種や就業条件、職場
環境整備・配慮や専門的支援の多様性・個別性こそが、障害
者の就労困難性の解消・軽減の可能性の大きな源泉である。

 それと表裏一体の課題として職業アセスメントの複雑性や共
通認識の困難性がある。効果的な職業リハビリテーションと、
効果的な職業アセスメントの両立のためには、複雑かつ総合
的な情報処理を効果的に行える仕組みが不可欠である。

 現状の諸外国での取組の方向性は、多職種ケースマネジメ
ント、専門人材育成、データベースを活用した情報支援ツー
ルの効果的活用等を総合的に行うことではないか。




